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○
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の

堅
持
に
関
す
る
意
見
書
（
原
案
可

決
）２

０
０
６
年
度
か
ら
国
の
負
担

割
合
が
２
分
の
１
か
ら
３
分
の
１

に
引
き
下
げ
ら
れ
、
地
方
が
負
担

す
る
３
分
の
２
の
財
源
は
、
税
源

移
譲
と
地
方
交
付
税
に
よ
る
調
整

と
な
り
、
多
く
の
道
府
県
で
財
源

不
足
が
生
じ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

「
三
位
一
体
改
革
」
に
よ
っ
て

削
減
さ
れ
続
け
て
い
る
地
方
交
付

税
で
調
整
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
自

治
体
の
財
政
能
力
の
格
差
も
拡
大

し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
各
地
方
の

教
育
水
準
格
差
は
拡
大
し
、「
教

育
の
機
会
均
等
」
を
崩
す
事
態
と

な
り
ま
す
。

国
は
負
担
率
削
減
に
と
ど
ま
ら

ず
、
引
き
続
き
義
務
教
育
費
国
庫

負
担
金
の
全
額
税
源
移
譲
と
制
度

廃
止
を
検
討
し
て
い
る
と
伝
え
ら

れ
て
い
ま
す
が
、
安
定
的
に
教
育

予
算
が
確
保
さ
れ
る
た
め
に
も
、

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の
維

持
・
拡
充
を
図
り
、
負
担
率
を
２

分
の
１
に
復
活
さ
せ
る
こ
と
を
強

く
要
望
し
ま
す
。

（
提
出
先
　
内
閣
総
理
大
臣
・
財

務
大
臣
・
文
部
科
学
大
臣
・
総
務

大
臣
）

○
埼
玉
県
立
大
学
に
医
学
部
設
置

を
認
め
る
こ
と
を
求
め
る
意
見
書

（
原
案
可
決
）

埼
玉
県
は
人
口
10
万
人
当
た
り

の
医
師
数
が
全
国
最
下
位
の
県
で

あ
る
と
と
も
に
、
一
般
病
床
数
の

人
口
対
比
も
全
国
で
最
も
少
な
く
、

救
急
体
制
が
脆
弱
で
あ
り
ま
す
。

一
方
で
、
埼
玉
県
は
高
齢
化
の

ス
ピ
ー
ド
が
全
国
で
最
も
速
く
、

今
後
、
高
齢
者
人
口
の
増
大
が
見

込
ま
れ
る
中
、
現
在
の
医
師
不
足

の
状
況
を
大
幅
に
改
善
し
な
い
限

り
、
県
民
の
救
命
救
急
環
境
は
さ

ら
に
深
刻
な
も
の
と
な
り
、
医
師

の
過
酷
な
勤
務
実
態
も
悪
化
す
る

ば
か
り
で
す
。

ま
た
、
埼
玉
県
は
国
公
立
大
学

医
学
部
が
な
く
、
地
域
医
療
に
従

事
す
る
医
師
の
養
成
は
、
他
県
に

依
存
し
て
い
る
状
況
に
あ
り
ま
す
。

よ
っ
て
、
国
は
住
民
の
い
の
ち

と
健
康
を
守
る
た
め
、
埼
玉
県
立

大
学
に
医
学
部
の
設
置
を
認
め
る

こ
と
を
求
め
ま
す
。

（
提
出
先
　
衆
議
院
議
長
・
参
議

院
議
長
・
内
閣
総
理
大
臣
・
文
部

科
学
大
臣
・
厚
生
労
働
大
臣
）

た
３
％
が
納
期
限
後
１
ヶ
月
以
内

の
延
滞
金
の
計
算
方
法
と
な
る
。

ま
た
、
１
ヶ
月
を
超
え
た
延
滞

金
の
計
算
方
法
に
つ
い
て
も
、
現

在
の
14
・
６
％
か
ら
、
特
例
基
準

割
合
の
２
％
に
早
期
納
付
を
促
す

た
め
の
７
・
３
％
を
加
え
た
９
・

３
％
が
１
ヶ
月
を
超
え
た
延
滞
金

の
計
算
方
法
と
な
る
。

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
適
用
期

限
の
拡
大
と
消
費
税
引
き
上
げ
と

の
関
係
は
。

住
宅
の
取
得
に
つ
い
て
は
、

取
引
価
格
が
高
額
で
あ
る
こ
と
な

ど
か
ら
、
平
成
26
年
４
月
か
ら
の

消
費
税
引
き
上
げ
前
後
に
お
け
る

駆
け
込
み
需
要
及
び
そ
の
反
動
等

に
よ
る
影
響
が
大
き
い
こ
と
を
踏

ま
え
、
一
時
の
税
負
担
の
増
加
に

よ
る
影
響
を
平
準
化
、
緩
和
す
る

と
と
も
に
、
良
質
な
住
宅
需
要
の

形
成
を
促
し
、
国
民
の
豊
か
な
住

生
活
を
確
保
す
る
と
い
う
住
宅
政

策
の
方
向
性
が
損
な
わ
れ
な
い
よ

う
、
消
費
税
率
引
き
上
げ
に
よ
る

住
宅
需
要
の
減
少
が
最
も
大
き
く

な
る
と
考
え
ら
れ
る
時
期
に
、
特

例
的
な
措
置
と
し
て
住
宅
ロ
ー
ン

控
除
の
適
用
期
限
を
拡
充
す
る
も

の
で
あ
る
。

当
委
員
会
で
は
、
付
託
を
受
け

た
３
議
案
及
び
総
務
文
教
常
任
委

員
会
か
ら
審
査
依
頼
を
受
け
た
１

議
案
に
つ
い
て
審
査
を
行
い
、
い

ず
れ
も
原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま

し
た
。

○
行
田
市
市
民
公
益
活
動
推
進
委

員
会
設
置
条
例
に
つ
い
て

委
員
会
に
設
置
さ
れ
る
５
つ

の
部
会
の
具
体
的
な
活
動
内
容
は
。

平
成
24
年
度
に
基
本
計
画
の

骨
子
を
作
成
し
、
そ
の
中
で
５
つ

の
基
本
目
標
を
掲
げ
て
い
る
。

5

議
員
提
出
議
案

意見書

意
見
書
を

関
係
機
関
に
送
付

問答

税務課窓口

建
設
環
境
常
任
委
員
会

当
委
員
会
で
は
、
付
託
を
受
け

た
３
議
案
に
つ
い
て
審
査
を
行
い
、

い
ず
れ
も
原
案
の
と
お
り
可
決
し

ま
し
た
。

ま
た
、
請
願
１
件
に
つ
い
て
は
、

採
択
と
し
ま
し
た
。

○
行
田
市
税
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例
に
つ
い
て

延
滞
金
の
計
算
の
基
礎
と
な

る
特
例
基
準
割
合
と
は
ど
の
よ
う

な
も
の
か
。

平
成
11
年
度
の
税
制
改
正
に

よ
り
、
現
在
、
納
期
限
後
１
ヶ
月

以
内
の
延
滞
金
の
計
算
方
法
に
つ

い
て
は
、
商
業
手
形
の
基
準
割
引

率
０
・
３
％
に
年
４
％
の
割
合
を

加
算
し
た
率
４
・
３
％
で
あ
る
。

こ
れ
が
今
回
の
改
正
に
よ
り
、

平
成
26
年
１
月
１
日
か
ら
、
現
行

の
金
利
水
準
に
さ
ら
に
近
づ
け
る

た
め
、
国
内
銀
行
の
短
期
貸
出
約

定
平
均
金
利
１
％
に
、
年
１
％
の

割
合
を
加
算
し
た
２
％
を
特
例
基

準
割
合
と
し
、
こ
の
２
％
に
早
期

納
付
を
促
す
た
め
の
１
％
を
加
え

常
任
委
員
会
の
動
き

総
務
文
教
常
任
委
員
会

○
審
査
概
要
・
活
動


